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高速道路整備が地域構造および定住に及ぼす影響に関する研究
石川淑子申金殊男料川本義海山本多義明山
A Study on the Effect of Expressway Improvement and Construction 
on Structure of Region and Settlement of Inhabitant 
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The p町poseof this study is to clarifシtheway of regional improvement made effective use of 
expressway in local area. In this study， effects for construction of expressway are grasped by using 
statistical analysis and social research by a questionnaire. Then it is focused the structure of region 
and settlement of inhabitant. The case study area is 380 local governments in CYUBU area. 
The results are as follows. Firstly， itis clear that regional structure is different in kind of the 
expressway line and installed condition of an interchange. Secondly， itis clear that there are 
difference between an actual effect and an expected effect for installed condition of an interchange. 
In the future， itis clear th剖 localgovemment should be promoted exchange between the other 
government for effect of settlement. 
Key Words Effect of Expressway， Improvement and Construction， Local Area， S甘uctureof 
Region， Settlement 
1. はじめに
これまでの高速道路整備は，まず三大都市圏を結
ぶ太平洋岸地域で進められ，その後地方圏での整備
が進み国土の南北を縦貫する高速ネットワークが形
成された.しかしながら今後はこの縦貫道を階段状
に連結する人口・産業集積の少ない地域での整備が
主体となり，全国の都市・農村地域から 1時間以内で
高速道路インターチェンジ(以下， rICJ)に到達
することができる高速交通ネットワークが形成され
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るようになる.高速道路整備は利用者に対する直接
効果以外に，日常生活を支えるとともに地域振興を
支援し，最終的には人口の地元定着を促進させる等，
様々な波及効果を生み出すと考えられる.成長社会
から成熟社会に移行していく中，高速道路の役割は
産業を中心とした地域開発から生活を重視した地域
密着型の社会基盤として大きく変化していくものと
考えられ，高速道路整備が地域に及ぼす効果をあら
ためて見直す必要があると考えられる.特に地方圏
においては整備による波及効果により，現在衰退し
ている地域の活性化に大きく貢献することができる
と考えられ，今後の地方圏における高速道路のあり
方，地方圏での高速道路整備効果の受け止め方が関
われている.
そこで本研究では，大都市圏のように交通需要が
あまり見込めない地方圏で高速道路整備が進められ
る中，地方圏の市町村が高速道路整備の影響を効果
的に受け止め，地域の活性化を図るためにどのよう
な地域整備を図る必要があるかとし、う基礎資料を提
供することを目的とする.
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2. 研究の内容
地方圏である富山県，石川県，福井県，岐阜県，
長野県，滋賀県の中部 6県，全 380市町村を対象と
し，現在の地域構造を把握する.その際，対象路線
別および ICの位置関係により分類した IC圏域別に
地域構造の比較を行う.次に，対象市町村の類型化
を行い， IC分類によって類型化されたグループから
代表市町村を選定し，整備前後での地域構造の変化
を把握する.最後に，高速道路整備による効果とし
て特に定住人口に着目し，対象地域のうち，現在 IC
が設置されている市町村および，今後 ICが設置され
る市町村に対してアンケー卜調査を行い，実効果と
期待効果の差異，高速道路整備と人口定住との関係，
ICを活用した施策について把握する.図 1に研究フ
ローを示す.
図1 研究フロー
3. 対象人口の動向
地方圏における高速道路の整備効果を把握するた
めに，路線別および IC有無別に現在の地域構造の比
較を行う.そのため，高速道路整備が昭和 30年代の
高度経済成長期に行われ，基幹産業の中枢を成した
太平洋岸地域，交通条件が比較的低く産業基盤の整
備にやや遅れをとった日本海沿岸地域および高度経
済成長期に過疎化の進展した山間地域という地域特
性に違いがみられる中部圏(富山県，石川県，福井
県，岐阜県，長野県，滋賀県の全市町村，計 380市
町村)を対象とする.対象とする路線の選定にあた
り，名神高速道路(西宮~愛知・岐車県境)，中央
自動車道(愛知・岐車県境~長野・山梨県境)およ
び，北陸自動車道(米原~富山・新潟県境)を始め
とし，長野自動車道(岡谷~更埴)，上信越自動車
道(上越~長野・群馬県境)を供用済み対象路線と
する.また，平成20年に全線供用予定である中部縦
貫自動車道(福井~白鳥，清見~松本)および東海
北陸自動車道(愛知・岐車県境~小矢部)，近畿自
動車道敦賀線(敦賀~福井・京都府境)を供用予定
対象路線とし分析を進める.なお，対象地域として
は，対象路線の沿道地域を対象地域とし，対象地域
をICの設置状況別で IC所在市町村， IC隣接圏の市
町村， IC周辺閤の市町村の3つに分類する.
対象市町村における平成2年から平成12年にかけ
ての人口増加率を図 2，表 1に示す.
表1 IC圏域別に見た人口増減
¥¥¥ 人口
各市町村の 標準
(人)
人口増加率 偏差
の平均値※
糟加した HI2 3.919.42H 
IC所在市町村 市町村 H2 3.<)96.990 1.44 (73培51，滅22) 減少した HI2 67凸.021:!
市町村 H2 697.692 
I曽加した HI2 I，HIO.091 
IC隣接市町村 市町村 H2 l、177.0HH 
O 
(213:1曽97，滅11凸) 減少した H12 1，470，922 
市町村 H2 1.541.224 
I曽加した HI2 349.IH7 
IC周辺市町村 市町村 H2 172.¥01 -4.36 
(1:!2J曽25，滅57) 減少した H12 499，574 
市町村 H2 535.XI< 
I曽加した HI2 2R.95 1 
その他 市町村 H2 27.237 
-5.68 (12・1曽4，滅的 減少した HI2 43.56H 
市町村 H2 50.337 
培加した HI2 6.lOi.o57 
計 市町村 H2 4.473.416 1ー.34 10.07 
(380・地173，滅207) 減少した HI2 2.o90.092 
市町村 H2 2.X25，()o3 
※) IC分類別でみた各市町村の人口増加率の平均値
これをみると， 高速道路沿線市町村で人口増加が
みられる市町村が多いことがわかる.また， IC所在
市町村， IC隣接圏の市町村， IC周辺国の市町村ごと
の平成2年から平成 12年の 10年間にあ‘ける各市町
村の人口増減率の平均値(表1)をみると， IC所在
市町村および IC隣接市町村においてプラスとなっ
、
，、と
ι ， 
司 "
ノ、
‘ 
O~色 \P ぐ 10Qも
-10% < P く0%
-10% 孟 P
注)俳人口治加率 IH12年人口-H2年人口¥、 H2王手人口 ノ
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図2 対象地域の人口増減
ているのに対し， IC周辺市町村，その他の市町村に 判別分析の結果をもとにして ICの設置が地域に及
おいては，平均値がマイナスとなっており， ICから ぼす影響について考察を行う.分析は図 3に示すフ
離れている市町村程人口減少率の平均値が大きくな 口ーに従い進めることとする.
っていることがわかる.
4. 対象地域の地域構造特性と ICの設置が及ぼす
影響
ここでは，設定した対象地域について，市町村を
単位として地域構造分析を行い，それぞれの特性を
明らかにするとともに， ICによる地域分類に対する
図3 分析フロー
4.1 対象地域の地域構造
富山県，石川県，福井県，岐阜県，長野県，滋賀
県の全市町村，計 380市町村を対象地域とし，対象
地域に含まれる高速道路を対象路線として地域構造
を把握するために，人口 ・産業・土地利用など 18
の社会・経済指標を収集し，因子分析を行う.なお，
人口系指標は平成 7年度，他の指標については平成
1年度のデータを用いた.収集した指標から相関の
高い指標，すなわち，性格の類似した指標を除いた
結果，表2に示す 14指標を用いて因子分析を行うこ
ととした.
また，これら 14指標を用いて因子分析を行ったと
ころ，第 3因子までで全変動の 53.7%が説明できた.
因子負荷量および因子寄与率についても表 2に示す.
各因子は相関の高い指標から，それぞれ都市因子，
農業系因子，工業系因子と解釈する.
因子分析で得た第 3因子までの因子得点を用いて，
表3に示す6路線について IC所在市町村・隣接圏の
市町村・周辺圏の市町村の 3ケース，計 18ケースの
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表2 指標一覧および因子負荷量・寄与率
指標名 因子負荷量
第1因子 第2因子 第3因子
人口増加率 O 0.65 0.18 0.16 
社会増加率 0.23 
• 
-0.72 0.023 9 
世帯人員 0.05 0ー.15 O. 
65歳以上人口比率 • 
-0.86 0.16 0ー.20
15歳未満人口率 0.03 -0.09 -0.06 
昼夜間人口比 0.08 -0.12 0.08 
人口密度 。'0.80 -0.04 0.02 
第1次産業人口比 -0.56 0.59 -0.25 
第2次産業人口比 0.07 -0.29 。0.80 
第3次産業人口比 0.52 -0.32 0ー.55
人口千人あたりの
工業製造品年間出荷
0.28 -0.02 。0.74 
人商口庖千年人間あ販た売り額の 0.44 0ー.14 -0.31 
農地率 0.17 。0.77 0.01 
山地率 -0.43 0.58 -0.14 
固有値 3.73 2.29 1.49 
寄与率 26.0% 17.0% 10.7% 
累積寄与率 26.3% 43.0% 53.7% 
因子の解釈 都市因子 農業系因子 工業系因子
平均因子得点、を算出した(表 3). 
4.1.1 路線別・ IC圏域別地域特性の比較
まず，全路線における平均値をみると， IC所在圏，
隣接圏，周辺圏の順に都市因子，工業系因子が高く
なっており，都市性や工業性については， IC (高速
道路)との関係が深いということがわかった.次に，
路線別に地域構造の比較を行うと i名神高速道路」
は昭和 30年代の高度経済成長期に整備され，三大都
市圏の工業地域間の物流に対し大きな役割を果たし，
日本の工業化を支えた道路であり，沿道市町村にお
いては「工業型」の市町村が多く， IC所在圏ではそ
れに加え「都市型」の市町村が多いことがわかった.
分類
表3 路線別比較
市町|都市|農業系|工業系
村数|因子|因子|因子
また i北陸自動車道」および「東海北陸自動車道」
についても整備時期は異なるが，沿道市町村におい
てはほぼ同様の傾向がうかがえる i中央自動車道」
においては IC所在圏で「都市型」の市町村が多いの
に対し， IC隣接圏では「農業型」の市町村が多く，
IC所在圏と IC隣接圏における差異がみられた i長
野自動車道J， i上信越自動車道」においてはほぼ
同様の傾向がみられ， IC所在圏， IC隣接圏とも「農
業型」の市町村が多く， IC所在圏ではそれに加え「都
市型」の市町村も多いことがわかった.以上のこと
から， IC所在圏では 「都市型」の市町村が多いが，
路線によって依存する産業の形態が異なることが明
らかとなった.
4.2 高速道路 (ICの設置)が地域に及ぼす影響
ここでは，因子分析によって得られた第 3因子ま
での因子得点を基にクラスター分析を行い，地域構
造の類似する市町村の類型化を行う.また， ICの位
置関係により分類した IC圏域別にみた各市町村の
位置付けを把握するために，因子分析で用いた指標
を用いて判別分析を行う.
4.2.1 類型別市町村の特性
クラスター分析を行った結果，対象 380市町村は，
表4のように大き く7つのグループに分類された.
高速道路沿線市町村の多 くが 「都市型」のグループ
( i工業都市型J， r都市型J， i商業都市型J， 
「農業都市型J)に分類されていることがわかる.
また高速道路沿線市町村においても，路線別に大き
く分類されており i名神高速道路」の沿線市町村
では工業系 r中央自動車道」では農業系 i北陸
特徴
自動車道」においては商業系
の市町村が多いことがわかる.
IC所在圏、隣接圏、周辺圏の順
に都市因子と工業系因子が高
また， 今後高速道路が整備
される市町村においては，際
立った特性を持たないグルー
プに分類された市町村が多く，
今後高速道路整備に対する積
極的な取り組みにより，各市
町村で新たな特性が現れてく
ると考えられる.
海北陸自動
平均
IC所在圏、隣接圏、周辺国の順
に都市因子と工業系因子が高
く、農業系因子が低い。
4.2.2 IC分類による対象市
町村の位置付け
判別分析の的中率を表 5に
示す.これをみると，実際は
IC所在市町村であるが IC周
辺圏の市町村と判別された市
町村は 73市町村のうち 12市
町村である.そのほとんどが
表4 クラスター類型別特性
やや高い市町村。
人口I曽加率、農地率、山地率が高 I(IC所在市町村)
く、 社会t普加率が非常に低いこと|長野県須板市・小諸市・伊鄭市・駒ケ
から、内陸部の都市的性格が強い|根市・温尻市等長野県の中級都市
市町村。
過去 5年の間に整備された市町村であり，前節のク
ラスタ一分析による類型化で分類されたグループの
うち，都市性の低いグループであった.
逆に， 実際は IC周辺圏の市町村であるが， IC所
在圏に位置付けされた市町村においては r工業都
市型」や「商業都市型」のグループといった都市的
性格の強い市町村で多くみられ，母都市に隣接した
市町村が多く，高速道路整備は都市性の向上という
面で地域に貢献していることがわかる.
5. 高速道路が定住に及ぼす影響
ここでは， ICの設置が地域あるいは定住にどれ程
影響を及ぼしているかを把握するため，対象地域の
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表5 判別分析の的中率
うち，平成 13年3月現在で ICが設置されて
いる市町村 (73市町村)および，今後設置さ
れる予定のある市町村 (26市町村)に対しア
ンケート調査を行った.有効回収数は IC設
置済み市町村53票 (73%)， IC設置予定市
町村 19票 (73%)の計72票 (73%)であっ
た.
IC設置以前の定住人口の増減を図 4に示
す.IC設置済み市町村における IC設置以前
の定住人口の増減をみると r増加してい
た」が全体の 5割強を占めており r減少し
ていた」と答えた市町村は約 2割であった.
それに対し，IC設置予定市町村における現在
の定住人口の増減をみると r増加してい
る」が約2割 r減少している」が約 6割と
なっており，減少している市町村が多いこと
がわかる.
IC設置済み市町村
IC設置予定市町村
図4 IC設置以前の定住人口の増減
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がえた。それに対し、「商業ポテンシャルの増加Jに
おいてマイナス効果が最も大きく、 ICの設置により
生活圏が拡大し、周辺都市への買い物がしやすくな
ったためであると考えられる。
+< 
???
?
?
ッ
?
?
?
??
?
?
，?
?
ー ?
?
?
?
?
?
，
?
?
?
?
?
?
?
?
??
，?
??
??
??。
?
?
?
?
? ?
?
??
?
，
?
?
?
?，?
?
?
??
?
?
? ?
? ?
???
?，?
?
?
?
?
?
ィ
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
??
?
?
?
?
ャ
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
〉
?
??
?
?
?
?
??
?
1.6 
ト2?????
税収のfilJflφφ企業の.'fl援のJIl1Ju
/ 鮒 J印刷係の企業制の促進
制 l化の)jJi!進。ゐ定住人1:10)維持
期待効果=実効果
0.8 
0.4 
:期待効果<実効果
0.4 
ミ >大
0.8 
実効果
注)各効果の値については、
プラス[大]→+2、プラス[小]→+1、
変化なし→:::tO、マイナス[小]→ーl、
マイナス[大]→ー2 として算出
図5 実効果と期待効果の関係
また、 IC設置年度別にみた実効果の平均値について
みると(図 6)、「交流系」の効果においては、 IC設
ができる。
5.2 高速道路と定住の関係
5.2.1 定住人口の維持に対する実効果と期待効果
高速道路と定住の関係についてみると(図 7)、
表5 判別分析の的中率
分析より得られた結果
IC所在 IIC隣接圏IIC周辺国l計
73 
215 
80 
368 
定住人口の維持・増加に対し、雇用の拡大が大きく
寄与しているが、 IC設置済み市町村では工業におけ
る雇用の拡大が、 IC設置予定市町村では交流・連携
に対する重要度が高く観光産業等の第 3次産業にお
4く1.6
1.2 
? ? ? ?
0.8 
0.0 
S39--S50 S5 J-"S60 S61"-'H7 H1へ羽13
IC設置年度
。地域系 4・一交流系 →←産業系 @ 定住系 企税収系
地 安全性の向上 チ人で 交流人口の増加
域 地域アイデ、ンァィティの形成 地域連携の促進
系 地域のイメージアップ
流
交流拠点の形成系
産 工業の立地性の向上 観光開発の促進
業 商業ポァンシャルの増加 税 企業の利益の増加
系 倉庫・運輸関係の企業立地の促進 収 住民所得の増加
，疋.. 定住化の促進 系 税収の増加
{主
系 定住人口の維持
図 6 IC設置年度別にみた実効果
置年度による差異はみられず、 IC設置後、比較的早
し、段階においても効果が反映されることがわかる。
このことは、特に現在人口が減少している市町村に
おいて強く期待されていることからも把握すること
IC設置後の定Hτ人口
(実4カ月~)
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図 7 定住人口に対する実効果と期待効果
ける雇用の拡大が大きく寄与すると考えられており、
IC設置予定市町村においては第 l次、第2次産業か
ら第3次産業への移行がみられる。
5.2.2 定住人口の維持・増加に対する重要度比較
IC設置済みおよび IC設置予定市町村の定住人口
の維持に対する効果項目について重要度を算出した
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民の協力・参加体制」といったソフトな面での施策
に取り組む意向がうかがえた。
また、 IC設置予定市町村における高速道路の位置
付け別に ICを活用した施策についてみると(図 10)、
「全国を結ぶ国土幹線道路Jとして高速道路を位置
付けている市町村においては、「地域の情報の発信」、
「広域共同イベントの実施」、 「医療福祉ネットワ
ークの形成Jおよび「防災ネットワークの形成Jと
いったネットワークを活用した広域的な施策が多い
のに対し、 「周辺都道府県を結ぶ主要幹線道路Jあ
大
ICを活用した施策図9
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医療・悩1'1上ネットワークの形成
ものを図 8に示す。これをみると、 IC設置済み市町
村および IC設置予定市町村における定住人口の維
持・増加に対する重要度においても差異がみられ、
IC設置済み市町村では「工業関係の企業の誘致J、
「地域アイデンティティの形成」および「大規模災
害時の交通の確保J等、各市町村単独で与えられる
効果に対する重要度が高いのに対し、 IC設置予定市
町村においては「工業関係の企業の誘致J、 「大規
模災害時の交通の確保Jに加え、 「高度な医療ネッ
トワークの形成J、 「観光客の増加」、 「交流拠点
の形成Jといった交流・連携に関する効果に対する
重要度が高いことがわかる。
また、 「定住人口が維持・増加されなかった」市町
村においては、交流・連携に対する重要度が低くな
っており、これらのことから、定住人口の維持・増
加に対しては交流・連携に対する取り組みが重要と
なってくることが明らかとなった。
定住人口の維持・増加に対する重要度比較
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?、
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図 10
5.2.3 ICを活用した施策
5.2.2で述べたことは ICを活用した施策について
も大きく反映されており、 IC設置済み市町村と IC
設置予定市町村では差異がみられた。図9にIC設置
済み市町村および IC設置予定市町村における ICを
活用して取り組まれる施策について示す。なお、 IC
設置済み市町村については現在取り組んでいる施策、
IC設置予定市町村については今後取り組む施策に
ついて示す。
IC所在市町村、 IC設置済み市町村とも「観光ルー
ト・観光施設の整備J、 「各 ICへのアクセス道路の
整備」が多くの市町村で取り組まれているが、その
他についてみると、 IC設置予定市町村においては、
工業団地整備、地場産業施設整備等のハードな面で
の施策ではなく、 「沿道市町村間の協力体制」や「住
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「広域共同イベントの実施J， r医療福祉ネットワ
ークの形成」および「防災ネットワークの形成」と
いったネットワークを活用した広域的な施策が多い
のに対し r周辺都道府県を結ぶ主要幹線道路」あ
るいは「周辺市町村を結ぶ生活道路」と位置付けて
いる市町村においては r文化・スポーツ・リクリ
エーション施設の整備J， r住宅団地の整備Jとい
った各市町村内の整備や r沿道市町村聞の協力体
制」といった圏域の比較的狭い施策に取り組む姿勢
がうかがえる.
6.地域構造と意識調査の関係の把握
4章で行った判別分析による IC所在市町村の位置
付けと， 5章で行った IC所在市町村に対する意識調
査の結果を総合的に把握するため， IC所在市町村に
正判別された市町村 (30市町村)と IC所在市町村
でありながら IC周辺市町村に誤判別された市町村
(9市町村)について比較を行う.
IC設置後の定住人口の変化をみると(図 11)，rIC 
所在市町村に正判別された市町村」のうち，約 5割
の 16市町村が「維持・増加された」と答えているの
に対し rIC周辺市町村に誤判別された市町村」は
1市町村のみとなっており，これらの市町村におい
ては， ICの設置が上手く定住人口の維持・増加に繋
がっていないことがわかる.
似 2(1/0- 4(1/0 “~IÍ。 荻~IÍ。 lα~/o 
IC所在に判別
IC周辺に判別
図維持された 囚どちらでもない 口維持されなかった
図 1 判別分析結果と IC設置後の定住人口の変化
7.おわりに
本研究において以下の成果を得た.
①対象路線別， IC圏域別で地域構造に差異がみられ，
「都市性」や「工業性」においては IC圏域別で差異
がみられ，これらは高速道路と関係が深いこと，ま
た，路線によって依存する産業が異なることが明ら
かとなった.
②今後整備される市町村の多くが現在際立った特性
を持たない市町村であり，また， IC所在圏の市町村
であるが IC周辺圏と位置付けされた市町村の多く
が最近整備された市町村であることから，高速道路
整備によって新たな地域特性が生み出されることが
明らかとなった.このことから，高速道路整備に対
して各市町村が具体的かつ模極的に取り組むことに
より，期待する分野において大きなプラス効果が得
られると考えられる.
③IC設置による実効果と期待効果では大きな差異
がみられ，実効果としては工業の企業立地に対する
効果が大きいのに対し，期待効果においては r交
流・連携の強化」によって地域を活性化させていこ
うという意向がうかがえた.また r交流・連携の
強化」は， IC設置後比較的早期に効果が反映される
ため，特に現在人口が減少している市町村において
期待されていることがわかった.
④定住人口が維持・増加されなかった市町村におい
ては，交流・連携をあまり重要視していない.これ
より，定住人口の維持・増加に対し，交流・連携に
対する取り組みが今後重要となってくることが明ら
かとなった.
今後の課題として，各市町村に対し意識調査を行
ったが，整備効果は各市町村の行政にのみ反映され
るものではなく，特に今回着目した定住人口の維
持・増加に対しては住民の意見が大きく影響してく
ると考えられることから，事例 ICについて住民に
対して意識調査を行う必要があると考えられる.ま
た，行政と住民との意見の違いについて把握するこ
とで，今後整備される市町村に対してより実用的な
資料を提供することができると考えられる.
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